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効果検証評価シート（令和６年度分）
事業名 相模原市国民健康保険・国民年金・後期高齢者医療制度事務の業務委託

事業主管課 健康福祉局　生活福祉部　国保年金課
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項目 目標値等 結果

 １　コールセンターの機能強化

 ① 外線応答率 ： 月間平均８５％以上
（国民健康保険・後期高齢者医療、それぞれ８５％以上）
 ※ 外線着信に対してオペレーターが応答した割合
（考え方 ： 一般的にクレームラインと言われる８０％に品質
向上の観点から、上積みをしたもの）
（参考）令和５年度　全体９０．２％、
・国民健康保険　　 ９５．４％（４３，５６７件／４５，６４４件）
・後期高齢者医療　８０．６％（２０，５０７件／２５，４２９件）

 ① 外線応答率　８２．８％　(令和６年度)

 ①－１ 国民健康保険コールセンター　　　　　 ９１．１％
          ５４，６２９件(応答件数)／５９，９８８件(着信件数)

 ①－２ 後期高齢者医療コールセンター　　　　７３．３％
　　      ３７，７３１件(応答件数)／５１，４９９件(着信件数)

 ② コールセンター完了率 ： 月間平均９０％以上
（国民健康保険・後期高齢者医療、それぞれ９０％以上）
※ コールセンターが対応すべき事案について市職員に
  転送せず完了できた割合
（考え方 ： 対応範囲を大幅に拡大し、専門性も高くなったこ
とから、困難事案が一定程度、発生することを見込んだも
の）
（参考）令和５年度　全体９９．６％、
・国民健康保険　   ９９．５％　(４６，５１５件／４６，７３９件)
・後期高齢者医療　９９．９％　(２１，１０５件／２１，１２０件)

 ② コールセンター完了率　９９．９％　(令和６年度)

 ②－１ 国民健康保険コールセンター　　　　　 ９９．９％
　　　　  ６０，７９７件(完了件数)／６０，８５３件(応対件数)

 ②－２ 後期高齢者医療コールセンター　　　　９９．９％
　　　 　 ４１，００９件(完了件数)／４１，０３５件(応対件数)

 ３　来庁者の満足度の向上

 ① 窓口での待ち時間の削減 ： 前年度比減
 ※発券機で発券されてから窓口に案内されるまでの時間

 ① 窓口での待ち時間　平均３．５分 (令和７年１月から３月まで)
 (参考)　平均７．６分 (令和６年１月から３月まで)

 ② 利用者の満足度 ： ８０％以上
　   窓口来庁者アンケート調査の設問項目「ご利用になっ
　ての総合的な満足度はいかがでしたか。」の質問に対
　し、４段階中一番高い「満足」と回答された方の割合

 ② 来庁者の満足度　８１．５％　２４６人（満足と回答）/３０２人（提出者）
 　  ※ 窓口来庁者アンケート調査は、令和７年３月１３日(木)から１９日
    　　 (水)までの５日間で実施
（参考）令和５年度：来庁者の満足度　８４．６％　１８７人/２２１人
　　 ※ 令和５年１２月２０日(水)から２６日(火)までの５日間で実施

 ２　ＤＸを見据えたＩＣＴ技術の
　　導入

コールセンターや窓口業務におけるデジタル技術やＡＩを活
用した行政サービスの導入

タブレットを介した通訳オペレーターによる多言語対応を令和７年１月から開
始した。　利用実績　外国語：２３件、手話：５件（令和７年１月から３月まで） ○

 【評価分析】
　「１　コールセンターの機能強化」では、年間のコールセンター完了率については９０％以上という目標を達成したものの、年間の外線応答率については、後期高
齢者医療コールセンターの応答率が目標を下回ったことで、コールセンター全体としても目標の８５％を達成できなかった。６、７月は、国民健康保険及び後期高
齢者医療制度の納税(入)通知書等の一斉発送という繁忙期であり、国民健康保険についてはその影響が６月の１か月間で収束したものの、後期高齢者医療につ
いては、７、８月と２か月間に及び、その間の応答率の低下が年間の応答率の低下に響いた。発送のスケジュールを事前に事業者と共有し、オペレーターの配置
等に反映させ、FAQを作成するなどの対策を取ったものの、想定を大きく超える入電数があり、目標の未達成に繋がった。「２　ＤＸ化を見据えたＩＣＴ技術の導入」
では、タブレットを介した通訳オペレーターによる多言語対応を令和７年１月から導入し、日本語を母国語としない方の来庁の際などに活用している。「３　来庁者
の満足度の向上」では、窓口来庁者へのアンケート調査に対し、８１．５％の来庁者から「満足」との回答をいただき、目標を達成した。

 【令和７年度の取組】
　繁忙期に合わせた、支援オペレーターや受電専用の臨時スタッフの配置、国保・後期コールセンター間のオペレーターの融通など、効果的な人員体制の構築と、臨時
スタッフ等がスムーズに受電業務に対応できるよう、繁忙期専用のトークスクリプト（台本）を作成するなど、効率的な応対方法の構築を進める。

【経営評価委員会　意見】
　既に目標を達成している項目については、更なる向上を目指し目標を設定しても良いのではないか。

資料２



達成状況

○

○

○

○

達成率

47.6%

達成率

106.7
%

2

Ⅱ
　
業
務
全
般
の
効
率
化

効
　
果

項目 目標値等 結果

 １　業務の効率化

 ① 職員受電件数の削減
 　（基準年度）令和４年度　６１，２６０件
　 （職員１人当たり　５．２件／日）

 【評価分析】
　「１ 業務の効率化」では、コールセンターの機能を拡充したことから、職員が受ける電話は、他課からの照会やコールセンターでは判断がつかない案件などに限
定されたため、受電件数は、令和４年度と比較し４０，５０７件減の２０，７５３件と６６．１％減少した。さらに、コールセンター業務の効率化を図るために、現在、オ
ペレーターが行っている架電による勧奨業務の一部について、対象者へ自動で発信し、メッセージをお伝えする自動電話勧奨システムや、マニュアルにない対応
や疑問事項を蓄積することで市職員への転送を削減するための疑義照会システムを令和７年３月から導入した。
　「２ 事務処理ミスの防止」では、委託業者が業務手順や個人情報の取扱いに係る運用ルールを盛り込んだマニュアルを作成、運用したことで、事務処理ミス（事
務処理上のミスにより報道機関へ情報提供したもの）や個人情報の漏えい、紛失は発生しなかったが、事務処理ミスに至らない事案であっても、案内不足や確認
不足による誤案内、システムへの入力ミスなど７件の事案については、報告書による改善策の提出を指示した。
　「３ 職員の削減」では、コールセンターの業務拡大に伴う令和６年４月の５人削減に加え、令和７年１月から窓口業務と事務処理業務の委託が開始となったこと
から、令和７年４月時点で更に職員５人と、会計年度任用職員については前倒しで１６人削減した。

 ①　令和６年度　２０，７５３件  （職員１人当たり　２．１件／日）
　    ４０，５０７件減・６６．１％減

 (参考)令和５年度　４４，７５０件※
 　　　 ※令和５年４月から１２月は前事業者による運営

 ② 窓口業務及び事務処理におけるデジタル技術やＡＩ
   を活用した業務効率化ツールの導入や業務手法の
   見直し

 ②　ＡＩを活用して特定健診の案内等の電話勧奨を行う自動電話勧奨システ
    ムと、待ち時間や市職員への転送を削減するための疑義照会システムの
    運用を令和７年３月から開始した。

 ２　事務処理ミスの防止

 ① 事務処理ミスの件数 ： ０件※
　　 ※事務処理上のミスにより報道機関へ情報提供した
　　　　件数

 ①　０件  (令和６年度)
(参考)事務処理ミスに至らないものの市に報告書の提出があった事案：７件
        ※案内不足や確認不足による誤案内や、システムへの入力ミスなど

 ② 個人情報の漏えい・紛失件数 ： ０件  ②　０件  (令和６年度)

 ３　職員の削減

 ① 職員の削減
　 （基準年度）令和４年４月１日　５８人
    ※令和９年４月１日を目途に、累計２１人（１．５億円）の
　　　 削減を目標

 ①　１０人削減（０．６億円削減）
　　 （基準年度 ：令和４年４月１日時点と令和７年４月１日時点の比較）
　　　※事務の移管による２人の削減は含めていない。

 ② 会計年度任用職員の削減
   （基準年度）令和４年４月１日　３２人
　　※令和９年４月１日を目途に、累計１５人（０．４億円）の
　　　 削減を目標

 ②　１６人削減（０．５億円削減）
　　  （基準年度 ：令和４年４月１日時点と令和７年４月１日時点の比較）
　　　※事務の移管による２人の削減は含めない。

 【令和７年度の取組】
　「１　業務の効率化」について、職員の受電件数は大幅な減少となったが、コールセンターで対応すべき事項について、引き続き委託業者と整理・調整を行うとともに、
令和６年度に導入した疑義照会システムを活用し、職員受電件数の減少に努める。また、電話勧奨システムの効果を検証しつつ、対象業務の拡大を検討し、更なる効
率化を進める。　「２　事務処理ミスの防止」については、引き続き事務処理ミスを発生させないため、マニュアルの更新や市と委託業者との定例会を継続するなど、連
携を密に図るとともに、事務処理ミスに至らない事案についても、適宜報告書の提出を求め、改善と再発防止に努める。　「３　職員の削減」については、予定どおりの
職員削減を進めるため、委託業者の窓口業務や事務処理業務の効率性、精度の向上に連携して取り組む。

【経営評価委員会　意見】
　業務委託が進むことで、知識・経験を得る機会が減少し、職員の政策立案能力等を維持することが課題となるため、対応策の検討が必要ではないか。
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項目 目標値等 結果

 １　時間外勤務時間数の削減

 時間外勤務時間数（月/人） ： 基準年度(令和４年度)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 比減
 基準年度(令和４年度)　１９．１時間

(参考：全庁)令和４年度　１３．９時間

 令和６年度  １６．６時間
 基準年度比　２．５時間（月/人）・１３．１％減
　
(参考)　　　　　令和５年度　１７．２時間
　　　　　　　　　基準年度比　１．９時間（月/人）・１０．０％減

(参考：全庁)　 令和６年度　１４．４時間
　　　　　　　　　基準年度比　０．５時間（月/人）・３．６％増　※第３四半期まで
　　　　　　　　　令和５年度　１４．０時間
　　　　　　　　　基準年度比　０．１時間（月/人）・０．７％増

○

 ２　年次休暇の取得促進

 ① 年次休暇の取得日数（年/人） ： １６日

 ※年次休暇の取得率 ： 年間２０日間に対し、８０％の年
    次休暇等の取得を目標(「市職員のための仕事と家庭
    の両立応援プラン」の「長時間勤務の是正などの働き
    方改革」数値目標)

 ①　１６．２日取得
　　　（参考）令和５年度：　１８．３日取得
　　　　　　　 令和４年度：　１５．２日取得

 ② 課職員意識調査の設問項目「休暇を取得しやすい環
　　 境になっている」に対し、「そう思う」+「まあそう思う」と
　　 回答した割合 ： 前年度比増

 ②　令和７年３月調査結果　 ７９．１％ (３４人/４３人)
　　　【内訳】 「そう思う」 ： ３２．６％ １４人　「まあそう思う」 ： ４６．５％ ２０人
　　　※職員４６人に対し、４３人が回答　回答率９３．５％

 　　　（参考）令和６年３月調査結果　 ７７．８％ (２１人/２７人)

【経営評価委員会　意見】
　課職員意識調査において、職員のスキルアップに関する調査を実施し、長期的な視点に立った育成に役立ててはどうか。

 ３　職員の意識向上

 課職員意識調査の設問項目「現在の仕事・職場に満足
 している」に対し、「そう思う」+「まあそう思う」の回答した
 割合 ： 前年度比増

　令和７年３月調査結果　 ６９．８％　（３０人/４３人）
　【内訳】 「そう思う」 ： ９．３％ ４人　「まあまあそう思う」 ： ６０．５％ ２６人
　※職員４６人に対し、４３人が回答　回答率９３．５％

　（参考）令和６年３月調査結果　 ６３．０％　（１７人/２７人）
○

 【評価分析】
　「Ⅱ 業務全体の効率化」が概ね順調に進んでいることから、「１ 時間外勤務時間数の削減」では、一人当たりの月平均時間外勤務時間が、基準年度（令和４年
度）比較で、２．５時間（１３．１％）減少している。　なお、全庁では令和４年度が１３．９時間（月／人）、令和６年度が１４．４時間（月／人）と３．６％増加している（令
和６年度は集計中のため第３四半期までの平均）。
　また、「２ 年次休暇の取得促進」では、委託導入前の令和４年度は、１５．２日であったが、委託導入後の令和６年度は１６．２日と上昇し、目標を達成した。一方
で令和５年度の１８．３日から減少となった原因としては、窓口及び事務処理業務の開始に伴い、事務の引継ぎやマニュアル作成に係る業務が増大したためと推
定している。
　さらに、課職員意識調査において「休暇を取りやすい環境になっている。」と回答した割合が７７．８％から７９．１％と増加し、「３ 職員の意識向上」でも、仕事に満
足している割合が６３．０％から６９．８％と増加した。なお、前年度の課職員意識調査の回答率は５０％と低かったが、今年度については、十分な回答期間を設
け、周知に力を入れたことから９３．５％に向上した。

 【令和７年度の取組】
　職員の働き方改革を実現するため、引き続き、職員間のコミュニケーションを密に図り、業務量に応じたサポートを行いながら、時間外勤務時間の削減に努めるととも
に、年次休暇の取得を促進していく。
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 【令和８年度の実施に向けた考え方】
　当初、事務処理の委託については専門性を要する業務が多く、年次の処理などの引継ぎを慎重かつ確実に行う時間を確保するため、正規職員の削減を想定していなかっ
たが、事務処理の委託開始後1年が経過していること、段階的に職員の削減を進めたほうが職員間の引継ぎがスムーズに行えること等の状況を考慮し、令和９年度に予定
していた職員の削減を一部前倒しすることで、令和８年４月に正規職員４名を削減とする。

 【経営評価委員会　評価】
　「令和８年度の実施に向けた考え方」に対する妥当性
　　　■　妥当であると考えられる
　　　□　概ね妥当であると考えられる
　　　□　妥当ではないと考えられる
　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・目標を前倒しして職員の削減が進んでいるため、妥当であると考えられる。


